
 1 

目黒区実施計画素案からの主な修正点 

   

意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ５ 

事業が目標達成に寄与するＳＤＧｓの

ゴール 

１２ 学校トイレの環境改善 

４、１１ ４、６ 関連するＳＤＧｓ分野を修正 

 Ｐ５ 

事業が目標達成に寄与するＳＤＧｓの

ゴール 

１４ 駒場公園の文化財保存～ 

８、１１，１５ ４、１１ 関連するＳＤＧｓ分野を修正 

 Ｐ５ 

事業が目標達成に寄与するＳＤＧｓの

ゴール 

３０ めぐろサクラ再生プロジェクト 

１１、１３、１５   １１、１３、１５、１７ 関連するＳＤＧｓ分野を追加 

 Ｐ７ 

事業計画個票の見方 

■施策の体系 

基本計画の体系（基本目標、基

本的方向、施策）を示していま

す。 

■施策の体系 

基本計画の体系（基本目標、 政

策、主な施策）を示しています。 

施策の体系の文言を修正 

 Ｐ９ 

№１ 新たな区民センター整備と周辺

街づくり  

 

 

 

  事業費を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ１０ 

№２ ＤＸ（デジタル・トランスフ

ォーメーション）の推進 

 

デジタル技術やデータを有効

活用するＤＸ（デジタル・トラ

ンスフォーメーション）の取組

により、もっと身近でもっと便

利な区役所を実現する。 

デジタル技術を上手に活用し

て、生活を便利にし、親切・丁

寧な区民サービスを提供し、だ

れもが安全・安心に暮らせるま

ちづくりに取り組む。 

事業概要について策定予定のＤ

Ｘビジョンに沿って記載内容を修

正 

 ビジョン（仮称）策定 ＤＸビジョン策定 現況（３年度末見込）の文言を

修正 

 業務改革（ＢＰＲ）の実施 15

業務 

ＩＣＴの活用による業務効率

化の実施、検討 

業務改革（ＢＰＲ）の実施 18

業務 

ＩＣＴの活用による業務効率

化の検討、実施 

計画期間事業量の文言を修正 

 業務改革（ＢＰＲ※）の実施 

20業務 

業務改革（ＢＰＲ※）の実施 

23業務 

達成目標について現状を踏まえ

て文言を修正 

1008-2 

3003-2 

ＤＸの推進による区民サービ

ス向上の検討 

手続・相談のオンライン化の検

討、デジタル・デバイド対策の

試行実施等 

年度別区分について意見を踏

まえて修正 

事業費を修正 

 現況：20.0％ 

期間事業量：80.0（100.0） 

４年度：48.0（68.0） 

５年度：32.0（100.0） 

現況：17.4％ 

期間事業量：82.6（100.0） 

４年度：47.8（65.2） 

５年度：34.8（100.0） 

達成率の数値を修正 

 

 

 

 今後検討 （斜線） 期待される財政的効果の記載

を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ１０ 

№２ ＤＸ（デジタル・トランスフ

ォーメーション）の推進 

区民にとって区役所がもっと

身近でもっと便利な存在にな

り、区民サービスの向上が実現

する。 

 

デジタル技術を活用して、区

民の利便性を向上させると

ともに、業務効率化を図って

行政サービスの更なる向上

を実現する。 

 

 

取組の達成により期待される

効果について策定予定のＤＸビジ

ョンに沿って記載内容を修正 

 Ｐ１１ 

№３ 地方公共団体情報システム標準

化 

 

地方公共団体情報システムの

標準化に関する法律＿に基づ

き当該事業を実施する。 

地方公共団体情報システムの

標準化に関する法律、デジタル

社会の形成を図るための関係

法律の整備に関する法律等の

関係法令に基づき当該事業を

実施する。 

 

 

事業概要について事業実施の根

拠となる関係法令の追記 

 検討組織の立ち上げ、＿公表

されている標準仕様の精査 

検討組織の立ち上げ、作業方

針の決定、公表されている標

準仕様の精査 

 

 

 

 

 

 

現況（３年度末見込）の文言を

追加 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ１１ 

№３ 地方公共団体情報システム標準

化 

 

４年度：連携基盤 設計 

        

 

 

 

６年度： 文字基盤構築、住民

記録システム移行   

７年度：他システム移行   

４年度：連携基盤（新文字基

盤を含む）設計 

申請管理システム設計・構

築・稼働（転出転入手続ワン

ストップ化等対応） 

６年度：新文字基盤稼働、住

民記録システム移行・稼働 

７年度：住民記録以外のシス

テム移行・稼働 

年度別区分の事業内容を追加 

令和４年度の事業費を計上 

 見積が可能となり次第、必要と

なる金額を算定する。 

令和５（２０２３）年度以降

の事業費については、令和４

（２０２２）年度中に公表さ

れる予定の標準仕様書等を

踏まえて見積もる。令和 4

（2022）年度の経費について

は、令和 3（2021）からの繰

越明許費を含む。 

令和４年度事業費の計上に伴い

備考欄の記載を整理 

 ガバメントクラウドを活用し

て、サーバー、ＯＳ、アプリケ

ーションを共同で利用するこ

とによりコストの低減が図ら

れる。また、業務フローの見直

しを契機に行政運営の効率化

が期待される。 

ガバメントクラウドを活用し

て、サーバー、ＯＳ、アプリケ

ーションを共同で利用するこ

とによりコストの低減が図ら

れる。また、業務プロセスの見

直しを通じて行政運営の効率

化が図られる。 

取組の達成により期待される

効果の文言を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ１１ 

№３ 地方公共団体情報システム標準

化 

 

標準化と共同利用を通じて情

報システム調達における開発

及びカスタマイズ、運用のコス

トを抑制していくに当たって

は、業務フローの見直しを含

め、検討・対応する。 

標準化に伴い業務プロセス

の見直しをあわせて行うこ

とにより、効果的・効率的な

行政サービスの提供を実現

する。 

取組に当たっての工夫の文言

を修正 

 Ｐ１２ 

№４ 総合的な子ども家庭支援体制

の構築 

 

１ 学びあい成長しあえるま

ち 

1 学び合い成長し合えるまち 基本目標の誤字を修正 

 ＿子育て世代包括支援センタ

ーと子ども家庭支援センター

＿との連携を強化（児童相談所

サテライトオフィスの誘致）

し、総合的な子ども家庭支援体

制を構築する。 

 

 

碑文谷保健センターを拠点と

して、子育て世代包括支援セン

ターと子ども家庭支援センタ

ー（子ども家庭総合支援拠点）

との連携を強化するとともに、

児童相談所サテライトオフィ

スを誘致し、総合的な子ども家

庭支援体制を構築する。 

事業概要について碑文谷保健

センターへの拠点整備の予定を踏

まえて時点修正 

 子育て世代包括支援センタ

ーと子ども家庭支援センタ

ーとの連携強化（児童相談所

サテライトオフィスの誘致） 

子育て世代包括支援センタ

ーと子ども家庭支援センタ

ーとの連携強化 

児童相談所サテライトオフ

ィスの誘致 

 

 

 

達成目標の文言を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ１２ 

№４ 総合的な子ども家庭支援体制

の構築 

 

４年度：各種検討・調整、  

 

５年度：検討・調整結果に基

づく取組 

６年度：機能拡充・連携 

強化の実現 

（児童相談所サテライトオ

フィスの開設） 

 

４年度：各種検討・調整、 

都との本格協議 

５年度：碑文谷保健センター

の改修工事 

６年度：整備、移転 

開設 

開設 

年度別区分の事業内容を追加 

事業内容決定を受けて事業費を

追加 

  ４年度：20.0（20.0） 

５年度：70.0（90.0） 

６年度：10.0（100.0） 

４年度：0.0（0.0） 

５年度：0.0（0.0） 

６年度：100.0（100.0） 

達成率の数値を修正 

  妊娠期から乳幼児期を中心と

した、特に支援が必要な家庭に

ついて、 母子保健機能と子育

て支援機能が当初から協働し

て対応することにより、虐待の

未然防止を目的とした予防的

支援を実現することが可能と

なる。 

 特に支援が必要な家庭につ

いて、妊娠期から子育て期にわ

たり、母子保健機能と子育て支

援機能が連携して対応するこ

とにより、虐待の未然防止を目

的とした予防的支援を実現す

ることが可能となる。 

取組の達成により期待される効

果の記載を修正 

 児童相談所との連携強化を目

指して児童相談所サテライト

オフィスの設置に向けた取り

組みを進める。 

児童相談所との連携強化を目

指して児童相談所サテライト

オフィスの誘致に向けた取組

を進める。 

取組に当たっての行政経営的な

工夫の表記を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ１３ 

№５ 区立保育園の民営化 

  事業費を修正 

 Ｐ１４ 

№６ 児童館・学童保育クラブの拡

充整備 

受入可能数 2,375 受入可能数 2,390 現況（３年度末見込）の数値を

修正 

 ・東根職員住宅跡 

・碑文谷土木公園事務所跡 

・碑文谷土木公園事務所跡 

・東根職員住宅跡 

計画期間事業量の施設名の順序

を修正 

事業費を見直し 

  碑文谷土木公園事務所跡の

事業費の一部は、「No.8 区立児

童館及び学童保育クラブの民

営化」に別掲。 

  

※ 碑文谷土木公園事務所跡

の事業費の一部は、「No.8 区立

児童館及び学童保育クラブの

民営化」に別掲。 

東根職員住宅跡については「№

16 高齢者福祉住宅の整備（東

根職員住宅跡活用）」において

も活用している。 

備考に同様に東根職員住宅跡を

活用する実施計画事業について記

載を追加 

 Ｐ１５ 

№７ 放課後子ども総合プランの推

進 

 

  事業費を修正 

 小学校内学童保育クラブとラ

ンランひろばを 一体的に運

営することで、学校施設を効率

的に活用する。 

様々な地域人材の参画も得な

がら、事業者の特色を活かした

活動プログラムを実施する。 

 学童保育クラブ及びランラ

ンひろばを同一小学校内で一

体的に運営することで、学校施

設を効率的に活用する。 

様々な地域人材の参画も得な

がら、事業者の特色を活かした

活動プログラムを実施する。 

 

取組に当たっての行政経営的

な工夫について文言を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ１６ 

№８ 区立児童館及び学童保育クラ

ブの民営化 

 

東山第１ 東山   達成目標及び計画期間事業量の

表記を修正 

    事業費を修正 

 Ｐ１７ 

№９ 学校のＩＣＴ環境整備 

 

１-２-２ 新しい時代の学び

を支える学習環境整備 

１-２-２ 新しい時代の学校

教育を支える環境整備 

主な施策の文言を修正 

 小学校２２校 

中学校９校 

全小・中学校 区立中学校の統合を踏まえ、現況

（３年度末見込）及び計画期間事

業量の記載内容を修正 

 

   区立中学校の統合を踏まえ、年度

別区分の学校数の表記を削除 

事業費の金額、記載欄を修正 

 Ｐ１８ 

№１０ 区立中学校の適正規模・適

正配置の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

４年度： 

①第七・第九 

協議組織による検討 

統合新校整備方針の策定 

  

  

②第八・第十一中学校 

協議組織による検討 

統合新校整備方針の策定 

  

４年度： 

①第七・第九 

協議組織による検討 

統合新校整備方針の策定 

設計業者選定 

土壌汚染調査 

②第八・第十一中学校 

協議組織による検討 

統合新校整備方針の策定 

設計業者選定 

 

事業内容の具体化 

事業費を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 

 

 

Ｐ１８ 

№１０ 区立中学校の適正規模・適

正配置の推進 

 

５年度～８年度： 

①第七・第九 

統合新校整備方針に基づいた

取組 

・基本構想・設計 

・暫定校舎改修設計 

・耐力度調査等 

～ 

５年度～８年度： 

①第七・第九 

統合新校整備方針に基づい

た取組 

基本構想・設計 

暫定校舎改修設計 

耐力度調査等 

～ 

年度別区分の表記を修正 

事業費を修正 

 ７年度：▲ 67,568 

８年度：▲ 67,568 

７年度：▲ 86,568 

８年度：▲ 86,568 

期待される財政的効果の記載

を修正 

 Ｐ１９ 

№１１ 学校施設の計画的な更新 

 

４年度： 

          

 

４年度： 

④学校更新に伴うネットワ

ーク構築検討 

年度別区分に文言追加 

併せて事業費を修正、記載欄の変

更 

3003-4 区有施設見直しの取組に合

わせ、他の施設との複合化・

多機能化やプールの共用化

などを検討・実施すること

で、区有施設全体の効率化を

図る。＿ 

区有施設見直しの取組に合

わせ、他の施設との複合化・

多機能化やプールの共用化

などを検討・実施すること

で、区有施設全体の効率化を

図る。また、プールの共用化

に当たっては、外部指導員に

よる水泳指導も検討する。 

 

 

 

取組に当たっての行政経営的

な工夫について、意見を踏まえて

記載を追加 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ２０ 

№１２ 学校トイレの環境改善 

４、１１ ４、６ 関連するＳＤＧｓ分野を修正 

 

 期間事業量：100（100） 

６年度：9.7（100） 

７年度：-（100） 

８年度：-（100） 

期間事業量：100.0（100.0） 

６年度：9.7（100.0） 

７年度：-（100.0） 

８年度：-（100.0） 

達成率の数値を修正 

 

   事業費を修正 

 Ｐ２１ 

№１３ 電子図書館資料（電子書籍）

の充実 

 

電子書籍 5,000点収集 

図書館資料デジタル化 50点 

電子書籍の拡充（計画期間中

5,000点） 

図書館資料デジタル化の推進

（計画期間中 50点） 

達成目標の文言を修正 

 期間事業量：100％ 

４年度：20％ 

５年度：20％ 

６年度：20％ 

７年度：20％ 

８年度：20％ 

期間事業量：100.0（100.0） 

４年度：20.0（20.0） 

５年度：20.0（40.0） 

６年度：20.0（60.0） 

７年度：20.0（80.0） 

８年度：20.0（100.0） 

達成率の数値を修正 

 

 施設 その他 非施設 その他 事業費を修正、記載欄の変更 

 Ｐ２２ 

№１４ 駒場公園の文化財保存・修

復整備 

８、１１，１５ ４、１１ 関連するＳＤＧｓ分野を修正 

 ６年度：2.2（62.8） ６年度：2.2（62.6）  達成率の数値を修正 

    事業費を修正 

 Ｐ２３ 

№１５ 文化ホール事業運営に係る設

備改修 

６年度：11.2（29.2） 

７年度：51.0（80.2） 

６年度：11.3（29.3） 

７年度：50.9（80.2） 

達成率の数値を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ２４ 

№１６ 高齢者福祉住宅の整備（東根

職員住宅跡活用） 

～東根職員住宅跡地を活用し

て高齢者福祉住宅を整備する。 

～東根職員住宅跡を活用して

高齢者福祉住宅を整備する。 

事業概要の文言を修正 

   事業費を修正 

   東根職員住宅跡については

「№6 児童館・学童保育ク

ラブの拡充整備」においても

活用している。 

備考に同様に東根職員住宅跡を

活用する実施計画事業について記

載を追加 

 P２５ 

№１７ 特別養護老人ホーム整備支援 

 事業費には「№18 地域密着

型サービス基盤等の整備支援」

の（看護）小規模多機能型居宅

介護及び認知症対応型通所介

護を含む。  

  

※ 事業費には「№18 地域密

着型サービス基盤等の整備支

援」の（看護）小規模多機能型

居宅介護及び認知症対応型通

所介護を含む。 

令和６（２０２４）年度以降

の取組については、目黒区第

９期介護保険事業計画策定

の状況を踏まえて別途検討

する。 

 

 

 

 

 

 

 

備考に令和６（２０２４）年度

以降の取組についての記載を追

加 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ２６ 

№１８ 地域密着型サービス基盤等の

整備支援 

 

４年度： 

①認知症高齢者グループホー

ム 

・2ユニット（定員 9×2）  

②（看護）小規模多機能型居宅

介護 1か所（登録定員 29人） 

  

 

③認知症対応型通所介護1か所

（定員 12人）  

５年度： 

①認知症高齢者グループホー

ム 2ユニット（定員 9×2） 

４年度： 

①認知症高齢者グループホー

ム 

・2 ユニット（定員 9×2）（建

設） 

②（看護）小規模多機能型居宅

介護 1か所（登録定員 29人）

（建設） 

③認知症対応型通所介護 1 か

所（定員 12人）（建設） 

５年度： 

①認知症高齢者グループホ

ーム 

・2 ユニット（定員 9×2）（開

設） 

・2 ユニット（定員 9×2）（建

設・開設） 

②（看護）小規模多機能型居

宅介護 1 か所（登録定員 29

人）（開設） 

③認知症対応型通所介護 1

か所（定員 12 人）（開設） 

年度別区分に記載を追加 

併せて事業費を修正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ４年度：7.5（92.4） 

５年度：3.8（96.2） 

４年度：0.0（84.9） 

５年度：11.3（96.2） 

達成率の数値を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ２６ 

№１８ 地域密着型サービス基盤等の

整備支援 

※を付した施設の事業費は、

「№17 特別養護老人ホーム

整備支援」に別掲。 

  

※を付した施設の事業費は、

「№17 特別養護老人ホーム

整備支援」に別掲。 

令和６（２０２４）年度以降

の取組については、目黒区第

９期介護保険事業計画策定

の状況を踏まえて別途検討

する。 

備考に令和６（２０２４）年度

以降の取組についての記載を追

加 

 Ｐ２７ 

№１９ 特別養護老人ホーム中目黒の

改修 

  事業費を修正 

 特別養護老人ホーム中目黒の

改修工事に当たっては、利用者

は新設特養に一時的に移動し

ていただき、その間に、効率的

に改修工事を進める。 

特別養護老人ホーム中目黒

の改修工事に当たっては、利

用者は新設特別養護老人ホ

ームに一時的に移動してい

ただき、その間に、効率的に

改修工事を進める。 

取組に当たっての行政経営的な

工夫の文言を修正 

 Ｐ２８ 

№２０ 障害者グループホームの整備

支援 

  事業費を修正 

   令和６（２０２４）年度以降の

取組については、目黒区障害者

計画改定の状況を踏まえて別

途検討する。 

備考に令和６（２０２４）年度

以降の取組についての記載を追

加 

 Ｐ２９ 

№２１ 祐天寺駅周辺地区の整備 

東急東横線高架下道路改良 

33ｍ 

東急東横線高架下道路改良 

32ｍ 

 

 

達成目標および計画期間事業量

について数値を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ２９ 

№２１ 祐天寺駅周辺地区の整備 

社会実験      年度別区分の令和４年度社会実

験を見送るため文言削除 

事業費を修正 

 ３年後、「都市再生整備計画」

を策定、まちなかウォーカブ

ル推進事業として、社会資本

整備総合交付金として、国の補

助制度等を活用する。 

 

 

３年度に「都市再生整備計画

を策定、まちなかウォーカブ

ル推進事業として、社会資本

整備総合交付金として、国の補

助制度等を活用しながら地域

の街づくりを支援していく。 

取組にあたっての行政経営的

な工夫の文言を修正 

 Ｐ３０ 

№２２ 学芸大学駅周辺地区の整備 

(5,640ｍ) (6,000ｍ) 現況（３年度末見込）の数値を

修正 

 (3,620m) (3,280m) 計画期間事業量の数値を修正 

 ５年度：(930m) 

８年度：(670m) 

５年度：(1,070m) 

８年度：(810m) 

年度別区分の数値を修正 

 現況：58.8% 

期間事業量：37.7 (96.5) 

４年度：9.4（68.1） 

５年度：9.7（77.8） 

６年度：2.5（80.3） 

７年度：2.7（83.0） 

８年度：7.0（90.1） 

現況：62.5% 

期間事業量：34.1(96.6) 

４年度：9.4(71.9) 

５年度：11.1(83.0) 

６年度：2.5(85.5) 

７年度：2.7(88.2) 

８年度：8.4(96.6) 

 

 

達成率の数値を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ３０ 

№２２ 学芸大学駅周辺地区の整備 

  計画進捗数値に含んでいない

鷹番通り企業者工事分320ｍを

足すと、令和８年度（2026）全

体進捗率は 100%となる。 

備考欄に文言の追加 

 「学芸大学駅周辺地区整備

計画」（2019 年（平成 31 年）

３月）～ 

「学芸大学駅周辺地区整

備計画」（平成 31（2019）年

３月）～ 

取組の達成により期待される

効果の表記を修正 

  社会資本整備総合交付金と

して、国の補助制度等を活用

する。 

社会資本整備総合交付金と

して、国の補助制度等を活用

しながら地域の街づくりを

支援していく。 

取組にあたっての行政経営的

な工夫の文言を修正 

 Ｐ３１ 

№２３ 自由が丘駅周辺地区の街づ

くり 

4-1-3 公民連携による地域街

づくりの推進 

  

4-1-3 公民連携による地域

街づくりの推進 

4-6-1 都市計画道路の整備 

 主な施策に追加 

   事業費を修正 

 ～民間の知見を活かした公共

空間等の利活用による魅力的

な街が形成できる。 

～民間の知見を活かした公

共空間等の利活用による魅

力的な街並みが形成できる。 

取組の達成により期待される

効果の表記を修正 

 ～また、国、都の補助制度等を

活用する。 

～また、国、都の補助制度等を

活用しながら地域の街づくり

を支援していく。 

 

 

 

取組にあたっての行政経営的

な工夫の文言を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ３２ 

№２４ 中目黒駅周辺地区の街づく

り 

  事業費を修正 

 中目黒駅周辺共同化事業 中目黒駅周辺共同化支援 計画期間事業量及び取組の達成

により期待される効果の文言を修

正 

 ～また、国の補助制度等を活用

する。 

～また、国の補助制度等を活用

しながら地域の街づくりを支

援していく。 

取組にあたっての行政経営的な

工夫の文言を修正 

 Ｐ３３ 

№２５ 目黒駅周辺地区の街づくり 

  事業費を修正 

 Ｐ３５ 

№２７ 地域交通の支援の推進 

  事業費を修正 

 都の補助制度当 都の補助制度等 行政経営的な工夫の文言を修

正 

 Ｐ３６ 

№２８ 公園リノベーション事業 

（防犯カメラ） 

現況：公園等 23か所 

計画官事業量：公園等 19か所 

４年度：公園等 5箇所 

（防犯カメラ） 

現況：公園等 24 か所 

計画官事業量：公園等 18 か

所 

４年度：公園等 4 箇所 

事業費及び事業量を修正 

 

  現況：17.7％ 

計画期間事業量：39.9（57.5） 

４年度：4.7（22.4） 

５年度：8.0（30.4） 

６年度：5.8（36.2） 

７年度：14.4（50.6） 

８年度：6.9（57.5） 

現況：18.8％ 

計画期間事業量：39.3（57.6） 

４年度：4.2（22.5） 

５年度：8.0（30.5） 

６年度：5.8（36.3） 

７年度：14.4（50.7） 

８年度：6.9（57.6） 

達成率の数値を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ３７ 

№２９ みどりの保全・創出 

多様な生物をはぐくむ場など

様々な機能があり、 

多様な生物をはぐくむ場な

ど様々な機能がある。 

取組の達成により期待される効

果の文言を修正 

 Ｐ３８ 

№３０ めぐろサクラ再生プロジェク

ト 

 

１１、１３、１５   

 

１１、１３、１５、１７ 関連するＳＤＧｓ分野を追加 

  

 

 事業費を修正 

 Ｐ３９ 

№３１ 生物多様性の確保 

施設 その他 非施設 その他 事業費を修正、記載欄の変更 

 Ｐ４０ 

№３２ 区有施設の電力供給における

脱炭素化の推進 

 

＿区有施設において再生可能

エネルギー等の非化石燃料由

来電力を導入することにより

脱炭素化を推進する。 

すべての区有施設において再

生可能エネルギー等の非化石

燃料由来電力を導入すること

により脱炭素化を推進する。 

事業概要の文言を修正 

 ＿区有施設が使用する電力

の９割を非化石燃料由来の

電力とする。 

計画期間において、区有施設

が使用する電力の９割を非

化石燃料由来の電力とする。 

達成目標の文言を修正 

 ・再生可能エネルギー導入施

設（気仙沼市：37 施設、特別

区清掃工場：19 施設） 

 再生可能エネルギー導入

施設（気仙沼市：37 施設、特

別区清掃工場：19 施設） 

現況（３年度末見込）の表記を

修正 

 今後検討 （斜線） 期待される財政的効果の記載

を修正 

 Ｐ４１ 

№３３ 庁用車の脱炭素化促進 

庁用車の脱炭素化のため環

境に配慮した車両（ＥＶ、Ｆ

ＣＶ 等）への切り替えを推

進する。 

庁用車の脱炭素化のため環

境に配慮した車両（ＥＶ、Ｆ

ＣＶ※等）への切り替えを推

進する。 

事業概要の文言を修正 



 18 

意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ４１ 

№３３ 庁用車の脱炭素化促進 

庁用車（特殊車両を除くガソ

リン車）を環境に配慮した車

両（EV、FCV 等）へ切り替え

る（60 台）。 

庁用車（特殊車両を除くガソ

リン車）を環境に配慮した車

両（EV、FCV 等）へ切り替え

る 。 

 

 

 

 

達成目標の文言を修正 

 Ｐ４１ 

№３３ 庁用車の脱炭素化促進 

期間事業量：51.7（51.7） 

４年度：1.7（1.7） 

５年度：-（1.7） 

６年度：8.3（10.0） 

７年度：16.7（26.7） 

８年度：25.0（51.7） 

期間事業量：100.0（100.0） 

４年度：3.2（3.2） 

５年度：0.0（3.2） 

６年度：16.1（19.3） 

７年度：32.3（51.6） 

８年度：48.4（100.0） 

達成率の数値を修正 

  ３０台 ３１台 計画期間事業量の内容を修正 

併せて年度別区分、事業費修正 

 ※車両の保有・使用状況及び

総合庁舎の受変電設備の容

量等を把握する。 

※ＥＶ 電気自動車 

ＦＣＶ 燃料電池自動車 

備考欄の文言を修正 

 今後検討 （斜線） 期待される財政的効果の記載

を修正 

 Ｐ４２ 

№３４ 区有施設の改築における省エ

ネルギー化  

今後検討 （斜線） 期待される財政的効果の記載

を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ４３ 

№３５ 再生可能エネルギー・省エネ

ルギー設備設置費助成 

全ての助成対象設備の 助成

件数 2,500件  

計画期間内の助成対象設備の

累計助成件数を 2,500 件とす

る。 

達成目標の文言を修正 

 ４年度：5.5（77.8） 

５年度：5.5（83.3） 

６年度：5.5（88.9） 

４年度：5.6（77.8） 

５年度：5.6（83.4） 

６年度：5.6（89.0） 

達成率の数値を修正 

 今後検討 （斜線） 期待される財政的効果の記載

を修正 

 Ｐ４４ 

№３６ 道路・橋りょうの強靭化対

策 

 

橋りょうの調査設計等、補

修・耐震化工事、橋梁点検 38

橋、大型標識定期点検、路面

下空洞調査、路面性状調査、

道路通報・点検等システム  

橋りょうの調査設計等、補

修・耐震化工事、橋梁点検 38

橋、大型標識定期点検、路面

下空洞調査、路面性状調査、

道路通報・点検等システムの

導入による道路、橋りょうの

安全性・信頼性の確保  

達成目標の文言を修正 

 期間事業量： 

調査設計 １橋 

８年度： 

      

期間事業量： 

調査設計 ３橋 

８年度： 

調査設計 2 橋 

改定する橋梁長寿命化修繕に沿

って計画期間事業量及びの年度別

区分の記載を修正 

事業費を修正 

 Ｐ４６  

№３８ 総合的な自転車対策の推進   

 

4-6 安全で快適な都市整備基

盤の整備と保全 

4-6 安全で快適な都市基盤の

整備と保全 

政策の文言を修正 

  

 

 

 事業費を修正 



 20 

意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ４６  

№３８ 総合的な自転車対策の推進 

現況：30.2％ 

期間事業量：38.6（68.8） 

４年度：7.8（38.0） 

５年度：8.5（46.5） 

６年度：7.1（53.6） 

７年度：7.5（61.1） 

８年度：7.7（68.8） 

現況：60.4％ 

期間事業量：28.4(88.8) 

４年度：5.9(66.3) 

５年度：7.2(73.5) 

６年度：4.5(78.0) 

７年度：5.3(83.3) 

８年度：5.5(88.8) 

達成率の数値を修正 

  スケアードストレートとは、 ※スケアードストレート  備考欄の文言を修正 

 Ｐ４７ 

№３９ 天井非構造部材落下防止対策

等施設改修工事 

  事業費を修正 

 Ｐ４８ 

№４０ 被災者の生活再建・復興支

援の推進 

 

～を行うとともに、「東京都

防災都市づくり推進計画」の

整備地域を～ 

～を行うとともに、東京都防

災都市づくり推進計画の整

備地域を～ 

事業概要の文言を修正 

 ７年度：3.3（76.5） 

８年度：4.0（80.5） 

７年度：3.2（76.4） 

８年度：4.1（80.5） 

達成率の数値を修正 

   

 

事業費を修正 

 Ｐ４９ 

№４１ 地域の防犯力向上（防犯カ

メラの整備） 

  事業費を修正 

 Ｐ５０ 

№４２ 木造住宅密集地域整備事業 

  

  事業実施年度の変更に伴い事

業費及び財源を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ５０ 

№４２ 木造住宅密集地域整備事業 

  

都市防災不燃化促進事業と

不燃化推進特定事業と合わ

せて実施する。 

「№43 不燃化推進特定事

業」及び「№44 都市防災不

燃化促進事業」と合わせて実

施する。 

取組に当たっての行政経営的

な工夫の文言を修正 

 Ｐ５１ 

№４３ 不燃化推進特定整備事業 

  財源を端数調整 

 ～を進めることで、地域の燃え

やすさの指標である「不燃領域

率」を高めることができ、震災

時等における「燃えない ・燃

え広がらないまち」を実現でき

る。 

～を進めることで、地域の燃え

にくさの指標である「不燃領域

率」を高めることができ、震災時

等における「燃えないまち・燃え

広がらないまち」を実現できる。 

取組の達成により期待される効果

の表現を修正 

 木造住宅密集地域整備事業及び

都市防災不燃化促進事業と合わ

せて実施する。 

「№42 木造住宅密集地域整備

事業」及び「№44 都市防災不燃

化促進事業」と合わせて実施す

る。 

取組に当たっての行政経営的な工

夫の文言を修正 

 Ｐ５２ 

№４４ 都市防災不燃化促進事業 

５年度：3.0（97.0） 

６年度：2.0（99.0） 

７年度：1.0（100.0） 

５年度：2.0（96.0） 

６年度：2.0（98.0） 

７年度：2.0（100.0） 

達成率の数値を修正 

   補助内訳の変更に伴い財源を

修正 

 木造住宅密集地域整備事業

及び不燃化推進特定事業と

合わせて実施する。 

「№42 木造住宅密集地域

整備事業」及び「№43 不燃

化推進特定整備事業」と合わ

せて実施する。 

取組に当たっての行政経営的

な工夫の文言を修正 
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意見№ 修正箇所 修正前 修正後 修正理由 

 Ｐ５３ 

№４５ 西小山駅周辺の街づくり 

整備構想等に基づき街づく

りを推進することにより、防

災性の向上を図り、安全・安

心で賑わいと活力に向けた

暮らしやすい街づくりを推

進する。 

整備構想等に基づき街づく

りを推進することにより、防

災性の向上を図り、安全・安

心で賑わいと活力に向けた

暮らしやすい街にしていく。 

事業概要の文言を修正 

 


